第3-2-3図　労働生産性の向上のための取組の重要度
～顧客数拡大、顧客単価上昇、人材確保・育成を重要と回答する割合が約8割を占める～ 
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今回の白書の大きなテーマのひとつである、労働生産性についての図表です。

8項目もありますが、とりあえずはサブタイトルを覚えておくことと、「技術革新」、「業務工程改革」がそれらに続くことを押さえておけばよいかと思います。

ここから、各項目の取組の実施状況とその効果を示す図表が8つ続きます。

上位の3項目について図表を載せておきますが、8項目について効果が実感できるタイミング（即効性があるか、効果発現までに相当時間がかかるか）で2つにグルーピングできます。

即効性がある取組（⑤～⑧）は、1～2年後に効果が出たとする割合がどれも「7割くらい」となっています。
第3-2-4図　〔1〕顧客数拡大の取組の実施状況と実施した企業の効果
～「商品・サービスの安定的な品質の維持」の実施割合が約7割と高く、「海外への直接投資」に取り組む企業は1割にも満たない。実施した企業の効果は、いずれの取組でも、5年以上が約2割である～ 
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第3-2-5図　〔2〕顧客単価上昇の取組の実施状況と実施した企業の効果
～「顧客への提案力の強化」、「差別性の高い商品・サービスの開発・提供」の実施割合が5割を超える。実施した企業の効果は、総じて1～2年後が5割前後、5年以上が2割前後を占める～ 
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第3-2-6図　〔3〕人材確保・育成の取組の実施状況と実施した企業の効果
～「事業目標に応じた人員配置の適正化・見直し」、「能力要件を満たすために必要な人材育成」の実施割合が5割を超える。実施した企業の効果は、総じて1～2年後が5～6割、「能力要件を満たすために必要な人材育成」では、5年以上が約25％を占める～ 
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第3-2-16図　中小企業の支援ニーズ
～中小企業、支援機関ともに「顧客数拡大」、「顧客単価上昇」、「人材確保・育成」、「技術革新」を挙げる割合が高く、特に中小企業は「人材確保・育成」、支援機関は「技術革新」のニーズがより高いと認識している～
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中小企業のニーズは、第3-2-3図で示されている労働生産性向上のための取組の重要度に関する中小企業の回答上位3つと一致しています。

支援ニーズに対する、中小企業と支援機関との認識の相違点は押さえておきたいです。

第3-2-17図　各国・地域の名目GDPの推移
～中国、ASEANでは、名目GDPが成長しており、今後も成長する見込みである～
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世界的なマクロ経済の状況ですが、この手の統計値はいくらでも出題の方法があるので、サブタイトルだけでなく、数値的なポイントを押さえておきたいです。

例えば次のような点です。

・実績値増加率（1986年と直近との比較）の各地域の数値と順番。

・直近実績での、名目GDPの各地域の金額と順番。

・推計値（2015年）での、名目GDPの各地域の金額と順番。
第3-2-26図　業種別の直接投資企業の割合（中小企業）
～中小企業の直接投資企業の割合は0.51％にとどまり、その中でも、製造業で1.36％、情報通信業で1.23％と比較的高い～ 
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中小企業が海外に子会社や関連会社を持つ比率は少ないということです。わずか0.51%。

サブタイトルの業種と数値はできれば覚えておきましょう。

第3-2-27図　業種別の直接投資企業の数（中小企業）
～直接投資企業数は、2001年の6,369社が、2006年に7,551社に増加し、特に飲食店, 宿泊業、小売業で増加が目立つ～ 

[image: image8.png]@
8000

7000

8000

5000

4000

3000

2000

1000

EEmseem [777] soyes =] /e [T Jeeoe () e . wocane (NI ZOfomi®
78811t

mrcTanenny:
ety
Sase

63693
B e
(EiGaon s a8
S5kink 2015

2001 050
e

zopmwER
34.0%

o e
625%

i
aras

e
a37%

38%

166%

o

R S (S - LR ERNT

e

rom-

on

BANRBEE L.
BRSNS, 2002EIFRIOEDIESTLIS. 2001 FEEHHOBMISWETIRORMI S BEL TR,
CETUSRRRRDRLS. BT AUSHNT SRUEEHTSBRELIS.

o6

&)

FRUEE, SRAUNEOMBOWARENAT SRUED, TRUNGHUANEFAHORH TEONEOMAREAT SEAL, SO TTHESS
MEEEONRLGIETRO.

BT BREIS. 20%LLESORLTORAMEMAH L TIBRUES,

BB ALY BARE) RRNTCS3E, C00SFIACT AU ERAT 0BRSS O30, S SUERS2 70U THBEALY

2-BRBETIS. R¥SSRHOVTHREEL TG,

Y- WURE, (1) BR - EARRSOTREREEALT. WA - SROBEARENALTID, (@) KHSORREHTSONE—
B TRRT B L 7LD BRI - (IRISAIE s o L gte 2 - 4 L a2\




まだまだ全体に占める比率は少ないものの、中小企業も直接投資を増やしていることを示すグラフです。

飲食店、宿泊業の増加率がもっとも大きいのは意外でした。選択肢として作問しやすいので、増加率2番目の小売業、3番目の建設業とともに必ず覚えておきましょう。

また、会社数では、半分弱が製造業であること、2番目が卸売業であることが重要と思います。

第3-2-38図　シェア確保企業とシェア非確保企業の自社の強みの比較
～シェア確保企業、シェア非確保企業ともに、「機能・性能の高さ」の割合が最も高いが、シェア確保企業はシェア非確保企業と比較して、「顧客対応」、「ブランド力」の割合が高い。また、アジアでは「価格の競争力」と「納期の短さ」、アメリカ又はヨーロッパでは「高級感」と「希少性」の割合が高く、市場に応じてシェア確保企業の強みが異なる～
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「機能・性能の高さ」という点では、シェア確保、非確保企業に大きな差はないですが、「顧客対応」、「ブランド力」が海外でシェアを拡大するためのキーポイントであることが示されています。

品質だけではなく、それ以外の付加価値を高めることが海外でも販売拡大のポイントになるということです。
第3-2-42図　外国と関わりを持つことによる中小企業への効果
～国内で外国との関わりを持つことで、「日本国内での取引先が増えた」、「費用削減につながった」といった売上面、費用面での効果に加えて、「国外市場の情報や海外ビジネスノウハウが蓄積された」、「国外で財・サービスを販売・提供可能になった」、「新製品開発につながった」等の様々な効果を享受していることが見て取れる～ 
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白書の趣旨である国外の事業機会取り込みに関する図表ですので、効果の内容は重要と思われます。

サブタイトル通りですが、上位3つは最低限押さえたいところ。

第3-2-43図　中小企業の輸入総額に占める地域別割合
～1997年度と比較して、北米、ヨーロッパからの輸入割合が減少する一方で、アジアからの輸入割合が増加している～ 
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このグラフも重要ですが、様々な選択肢の作りようがあります。特に時間的な推移に絡められるといくらでも難問になりえます。

例えば次のような点に着目して整理してはいかがでしょうか。

・一貫して増加している、または減少している輸入先地域はない（つまり、どの地域からの輸入割合も増減しながら推移している）。

→「一貫して増加している」という選択肢が出たらそれは間違いということ。

・アジアからの輸入割合は一貫して1位である。

・98年以降、アジアからの輸入割合は5割前後であり、直近の2008年では5割超となった（97年はアジア通貨危機の影響で減少）。

・北米とヨーロッパの比較。2005年を除き「北米＞ヨーロッパ」。
第3-2-44図　輸入を行ったことによる効果
～6割超の企業が「売上原価を引き下げることができた」に加えて、2～3割の企業が「商品の品揃えを増やすことができた」、「商品・材料・部品を安定的に仕入れることができた」、「商品の品揃えに独自性を出すことができた」と回答しており、「特に効果はなかった」と回答する企業は約5％にとどまる～
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これも白書の趣旨に沿う図表です。

サブタイトル通りに覚えておけば十分です。

第3-2-54図　対内直接投資の国際比較
～2009年には、我が国への対内直接投資額は世界で第26位の119億ドルであった。また、我が国の対内直接投資の対GDP比は、他の国と比較して低く、対外直接投資と比較しても低い水準である～ 
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海外から日本への投資はかなり低いというイメージを持っておけばよいと思います。

第3-2-55図　外資系企業の数と常用雇用者数（非一次産業）
～外資系企業の数は、2001年から2006年までの間に減少しているが、常用雇用者数は、増加傾向にある～ 
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対内直接投資の結果の一つである、外資系企業の数と雇用者数の推移です。

企業数は減っているが、常用雇用者数は増加していることをざっくりと押さえればよいと思います。

それから、外資系企業の約9割が中小企業であることも重要です。

第3-2-60図　売上高研究開発費比率
～企業規模にかかわらず、外資系企業は、その他の企業と比較して売上高研究開発費比率が高い～ 
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第3-2-61図　研究施設を所有している企業の割合
～企業規模にかかわらず、外資系企業は、その他の企業と比較して研究施設を所有している企業の割合が高い～ 
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上記2つの図表は、外資系企業が国内企業よりも研究開発に力を入れているということを示すものです。

中小企業でも、売上高研究開発費比率が非常に高いこと、外資系企業の3分の1が研究施設を保有していることなどを把握しておきましょう。

国としては、このように研究開発に熱心な外資系企業と連携することで、中小企業の技術進展、イノベーションが進むということをいうための図表です。

第3-2-62図　外国投資家の株式又は持分が3分の1を超えた事由
～「単独で新規設立」した企業の割合が最も高く、「合弁で新規設立」した企業が続くが、中小企業においては約1割、大企業においては約2割の企業が「合併・買収（M&A）」により外資系企業になったと回答している～ 
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大企業との比較の視点で、事由の順番と割合を押さえておけばよいと思います。

第3-2-66図　外資導入企業及び国内企業、国内中小企業の労働生産性
～外資導入企業は、それ以外の企業と比較して、外国資本を受け入れる前において、労働生産性が高い傾向にあり、外国資本を受け入れた後の労働生産性の伸びも高い傾向にある～ 
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これはかなり重要度の高い図表だと考えます。

白書で述べてきた、中小企業の課題のひとつである労働生産性向上と結びつけているためです。

おおよそ次のような点を押さえておきましょう。

・外資導入企業は、導入以前も含め、一貫して労働生産性がその他の起業よりも高いこと。

・外資導入後の伸びも大きいこと。

・一方、その他の起業の労働生産性は横ばいであること。
・外資導入企業の直近の労働生産性は15.3百万円であり、国内中小企業の約2倍であること。

国としては、中小企業が外資を受け入れることに抵抗や不安があることを別の図表で指摘していますが、本図表により外国企業からの出資受け入れも、中小企業の成長のための選択肢の一つとして検討することが重要であることを強調しています。

以上
